外国人参政権に反対します
民主党・永住外国人の地方参政権を慎重に考える勉強会様

日頃より国民の立場に立ち公平で公正な政治活動を行っている議員の皆様には感謝申し上げます。

外国人参政権付与の問題点は既に明らかになっています。それにも拘わらず、民主党において再度、外国人参政権付与法案提出の動きが出てまいりました事を危惧しています。
もとより、主権は国民にあり、それは憲法にも明記されています。
内訳わけﾞ
国際化、共生社会という、一見綺麗な言葉が使われることがありますが、自国の政治を外国人に操られるのは国際化とは言いません。
納税は行政サービスの為の原資であり、選挙権の対価ではありません。また、最近では在日特権といわれる在日外国人に対する税金減免等の実体も明らかになってきました。

ＥＵなどごく一部の国が特殊な事情によって認めている例はありますが、それを無理に日本に当てはめることは出来ません。

外国人の参政権が制限されるのは、差別ではなく区別です。自国民と外国人との区別は全ての国で行われています。国に対する義務と責任を負っている自国民とそうでない外国人の権利は同等ではありません。

今、日本に住んでいる在日韓国人たちは自らの意思で日本に住んでいるのであり、いつでも帰国できるのです。いわゆる強制連行をされたのは数百人であり、経済的事情等で移り住んできた人たちが大部分です。戦後は帰国事業も行われました。日本国籍を持っていた韓国人の国籍を韓国籍に戻したのは韓国政府です。

地方参政権といえども、地方議会、地方自治体は国にさまざまな働きかけを行っており、国政にも大きな影響を及ぼすのです。特に、首都東京は勿論の事、基地、原発などを有する自治体では尚更の事です。
過去に国会に提出された外国人参政権法案には条例改廃請求権、事務監査請求権、議会解散請求権、合併協議会設置請求権、議員･議長･教育委員･監査委員･公安委員･選挙管理委員等の解職請求権など多くの権利が含まれていることも問題です。
つきましては、この法案提出の阻止をぜひともお願い致します。　　　　　　　

平成２０年　　月　　　日
住所　　　　
･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････
氏名

･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････・
（この要望書は外国人参政権反対要望の為のものであり、個人情報の守秘に努め、情報の二次利用を致しません）
